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復旧・復興に向けた課題
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― 今後のあり方と問題点 ―
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[image: image4.wmf]  1.　コミュニティを核としたネットワークの確立　

	

	　１つのコミュニティ（たとえば中学校区）におけるさまざまな資源（地域資源）を徹底的に洗い出し、検証し、あるべき高齢者、要介護者、障害者、子育て世代、外国籍市民等を支援する総合的なネットワークを構築します。

　コミュニティの核となる組織としては、以下のような組織が考えられます。これらの組織も、歴史的な経緯、地域による偏在など、地域によって検討課題が異なります。地域の現状に応じた検討が必要です。

　コミュニティを担うべき「市民」は誰なのかも重要なテーマです。

　以上を検討した上で、拠点、組織、人（市民）とをどうネットワークするのか、あるべきネットワークを検討する必要があります。

	


(１)　コミュニティの核となる施設の検討

①　中学校区を１つのコミュニティと想定した場合、当然、小・中学校はその核（拠点）とならなければなりません。阪神・淡路大震災以降、小・中学校は避難所の拠点として位置づけられてきましたが、今後は防災教育の拠点としての役割が求められます。

②　社会福祉施設（高齢者施設、障害者施設、児童福祉施設、グループホームなど）や地域包括支援センターは、これまでコミュニティの核としての位置づけはされてきませんでした。しかし今後は、地域包括支援センターの多くが中学校区を単位に設置されている自治体が多いことを考えると、コミュニティの核となる施設として位置づけることが可能です。ただし現在は、委託によって、それも複数の委託先によって運営されているところがほとんどであることから、十分な検討が求められます。その他の社会福祉施設は、これまで地域に開かれた運営が行われてきたとは言えません。施設の規模や運営主体などによっても異なりますが、地域開放のあり方を検討すべきです。

③　公民館等の社会教育施設は、これまで講座主体の運営や貸し館（会議室）的な運営が主体であったと思われます。今後は、それでいいのかという問題意識を持って変革していくことを検討しなければなりません。

④　地域によっては施設が偏在することも考慮しなければなりません。１つの地域（コミュニティ）にとって最もふさわしい施設を、地域ごとに検討することが必要です。

(２)　コミュニティの核となる市民の検討

①　災害時要援護者等支援者、高齢者等見守りネットワーク等に参加する市民が考えられます。災害時要援護者等支援制度の機能は現状ではきわめて不十分です。見守りネットワークの機能と参加する市民については、まず現状分析が必要な段階だと思われます。

②　近隣住民については、都市部においてはそもそもコミュニティの崩壊が著しく、「近所づきあい」のまったくない人びとが多いのが現状です。空き家、空き室の増加による課題が生じています。小規模集合住宅（アパート等）、大規模集合住宅（高層マンション等）にも多くの課題があります。

③　外国籍市民と地域のつながりも、中華街やコリアンタウン等が形成されているところはともかく、今後の人口減少社会の一層の進展にともなって、外国籍市民と地域とのつながりをどうつくるかが重要な課題となります。

④　在宅要介護者の家族等の介護者（ケアラー）の疲弊も、コミュニティにとっては重要な課題です。

(３)　防災を通したコミュニティづくり

　地域のコミュニティの中で、防災の力を高めていくことも重要な課題です。平時から常に防災を意識し、日常的なコミュニティの活動を「防災力を高める」視点から組み立てていくことが必要です。

　災害時には、地震で生き埋めになった人の救助や火災の初期消火、津波からの避難など、コミュニティで力を合わせることが必要になります。そのためにも、普段から避難訓練や災害時要援護者の確認など地域コミュニティの中で防災の力を高める取り組みが求められます。それは単に災害に対する備えというだけではなく、次世代に引き継がれていくコミュニティをつくることにもつながります。また災害に強いコミュニティをつくるためには、平時からの活発なコミュニティ活動が欠かせません。そのためにもコミュニティが連帯できるような制度をつくっていくことが求められます。例えば中学校区程度の地域ごとに教育や福祉、文化やまちづくりといった市民に身近な政策分野について財源や権限を委譲し、地域の中で身近な分野について議論しながら決めていくような自治体内分権の制度の導入も検討されるべきです。
(４)　コミュニティにおける総合支援ネットワークの構築

①　施設、組織、人（市民）という地域資源は、当然地域によって異なるものです。その地域にとって必要なネットワークを構想し、地域資源をどのように活用するのか、とりわけ人口減少社会、超高齢社会が急速に進行する現在、都市部、中山間地域を問わず、検討の猶予はそれほどありません。

構想を練った上で、必要な人材を育成していくことが必要です。その１つの例として、千葉県の中核地域生活支援センターが参考になります。この支援センターは、複数の市町村をエリアとする広域的なセンターですが、その機能はコミュニティにおいても十分通用するものだと考えられます。
	

	参考
■千葉県・中核地域生活支援センター
・子供や障害者、高齢者といった枠を取り払い、一人ひとりの状況にあった福祉の総合相談や、虐待などの緊急時に権利擁護を行うなど、さまざまな支援を24時間・365日体制で行っている。
・相談機能 ― 電話、来所による相談や家庭訪問により、相談員が相談に応じている。
・福祉のコーディネート ― 必要なサービスを提供できるように、地域の実情の把握に努め、様々な活動を行っている。
・権利擁護 ― 相談者の権利侵害を把握し、その解消と本人のケア、再発防止を講じる。

　・千葉県・中核地域生活支援センターが考えるスタッフの適正

　　　○人の話が聞ける

　　　○客観的なものの見方ができる

　　　○人間関係を築くことのできるコミュニケーション能力がある

　　　○フットワークが軽い

　　　○打たれ強い

　　　○多様な能力を持つ

	


②　東日本大震災において教訓となったことは、日常的な、平時の活動が行われていなければ、非常時には機能しないということでした。さらに、災害時要援護者等支援ネットワークは、人口減少社会、超高齢社会という現実を直視すれば、毎日が非常時ともいえる状況です。問題は、ネットワークをだれがコーディネートするか、だれが中心になるのかということだと思われます。自治体職員なのか、地域包括支援センターのスタッフなのか。この課題も、地域の実情に即して考えるべきものです。

③　この項の最後に、地域における自治体職員のあり方を再考することを提言します。自治体職員は、「地域におけるアクターとしての自治体職員」（自治労通信・中島岳志）という提起がありました。

　　地方分権がすすみ、地域主権改革が行われている今日、自治体職員は「役所」の机の上で事務処理をこなすのではなく、地域における施設、組織、人（市民）の一員として主体的に活動することが求められています。

  2.　被災者の居場所などを社会福祉法から考える　

	

	　被災地の多数の被災者の生活再建はまさに日常の生活の再建と、それと同じくらい重要な労働（雇用）の再建です。しかし、被災者の多くは自分自身の近しい人を失い、家屋などを含む資産のかなりを失っています。そうした被災による困窮をもたらされた被災者へ具体的な自立支援型のサポート体制が急務であることはいうまでもありません。被災地で当面するたくさんの課題の中で、被災地の継続した復旧・復興に被災者と肩を並べて考えるために、本稿では誤解を恐れず一点に絞って以下提起します。それは社会福祉法第２条の活用です。具体的には隣保館活動の21世紀におけるあらたな被災地での展開です。

	


　被災地のキーワードは、「生活と労働」に尽きます。被災者が労働組合の組合員であろうがなかろうが、すなわち勤労者であったものも、自営業者であろうとも、自分の生業である生活、あるいはその生業の具体的な表現である労働・仕事、それがあたかも見えないような形で復旧・復興ということが急がれているのが現状ではないか、と思われます。なぜ「生活と労働」なのか。一つ目は東日本大震災の大規模な災害によって住む場所・住まい（住宅）を失ったということです。これは家屋が全壊する、半壊する、あるいは津波で流失する、また火災によって消失する、という「住む場」を失うということの深刻な事態です。二つ目は、大規模災害によって「働く場」を失うということです。たとえば津波で農地が冠水することによって、仮に家屋が残っても実質的には営農ができなくなりました。塩水をかぶったところは半年や一年では塩分が抜けないという状況です。あるいは漁船そのものを失い、また漁港の機能が停止するなかで冷蔵施設・加工施設が機能しない、という事態になりました。そうしたことによる事業の継続の停止などによって、勤労者では、自分の勤めていた事業所が物理的に破損され閉鎖される、あるいは取引先の閉鎖による事業停止によって、いわゆる「失業」、「失業状態」が連鎖的にもたらされました。まさに「働く場」を失うということを結果しました。

　「住まい」と「雇用」、「働く」ということは、人間としてごく普通に、生きていくために不可欠の要素です。自分にとって「働く場」があるということを「ディーセント・ワーク」という価値観を念頭に置いて考えますと、「住まい」ということについては、「ディーセント・ハウジング」という表現があっても良いと思われます。

　「生活と労働」というものは人間の生き様の表裏の関係で、常について回ります。避難所を経由して仮設住宅に入った多数の被災者にとって、入居がはじまったけれどもそこでの仮設住宅入居者間の「コミュニティ」はどうなっているのでしょうか。もともと、ある日突然仮設住宅が建てられ、抽選方式をとるか優遇枠をとるか別にして、一挙に入居ということで住宅に入りますと、そこではコミュニティはまずできていません。入居に際して、抽選方式とか高齢者枠という優遇枠を設けることにはマイナスの側面もあるということが、すでに指摘されています。ただし、岩手県宮古市の合併前の旧田老町では、従前のコミュニティをそのまま仮設住宅にはめるという手法をとったという報告がありました。

　さて、仮設住宅に入った被災者が、例えば壊れた自宅の再建、土地の権利関係の整理、必要な借入金の工面、あるいは勤労者であれば雇用保険の手続、次の就労先探し、ハローワークに行かなければならないのだけれど、この大災害のときにどこへ行けば良いのか、といったことに迷う事例は多いようです。あるいは身内の、自分の父親でありあるいは連れ合いのご両親かもしれない、介護を要する身内の介護保険をはじめとする手続などをどうするか、という当事者としては後回しにできない悩みが顕在化しつつあります。

　また、ふと気づくと、自分だけが周りから「放っておかれるような存在」であることを感じる被災者がいるとすれば、これは大きな社会問題です。被災者が、一歩外へ出るのが「億劫」になる、そういう被災者をどうするのか、目にはなかなか触れないけれども、「億劫」になった被災者に対応するプロフェッショナルのケアラーの配置と具体的な対応ができるか否か、が問われます。高齢者や障害者に対するケアについては、すでに部分的にしても対応が始まりつつあります。しかし、全般にわたる課題をクリアできるようなプロの対応ができるかどうかということは、そこに配置されるスタッフにかかってくるのではないでしょうか。

　併せて、仮設住宅の団地内での人々の「居場所」を強調しておきます。どこにでもある集会所をイメージし、同時に駆け込み的にいける場所でも良いものです。「居場所」は仮設住宅とはいえ、人間の社会生活の面で必要不可欠な場所だといえます。大規模災害の被災者は、ある日突然起きた避けがたい災害で住む家、働く場を失った人です。よりどころになる「居場所」が被災者にあるか、ないかは大きな問題。「居場所」はちいさなコミュニティです。人間はいかなる時でもコミュニティなしでは生きていけません。仮設住宅での「孤独死」という結末はコミュニティの存在の有無という問題を後に残ったものに示唆します。

　さて、本稿では「セツルメント」の紹介とその機能の今日的「準用」の可能性を追求します。歴史的な経緯を振り返ると以下のように概説できます。

　イギリスにおける産業革命の後、その生産力の高まりは結果的に低賃金で働かざるを得ない貧困層をうみだしました。あらたな労働力として海外からやってきた移民層が集まり住んだロンドンのイーストエンドにおいてはトインビーホールが、それとそう遠くない時期に、アメリカではシカゴのホルステッドにおいてはハルハウスが作られました。そして日本では片山潜のキングスレー館というのが代表的な施設です。これらはセツルメントの社会的な役割を紹介するときに必ず出てくる言葉です。ついで当時の岡山には博愛館、大阪における大阪市民館、東京における帝国大学セツルメントなどを挙げることができます。

　「セツルメント（・ハウス）」の訳語として広く使われている言葉に「隣保館」があります。かつて戦前では貧困対策、貧民対策として位置づけられていました。『社会事業年鑑』1937年版を探してみますと、189件カウントすることができます。中身は何かというと、託児所、幼稚園、子ども達の教育、家庭訪問、授産所活動、簡易食堂、母子寮など多岐にわたっています。戦前のセツルメント活動の背景は何であったかというと、「米騒動」という特徴的な歴史的事件に代表される「貧困」と「生活苦」がありました。当時の政府は、緊急的な対策として「地方改善事業費」として当時の予算で５万円をつけました。今日の厚生労働省の予算決算のなかでも「地方改善事業」というのがありますが、これはこのときの名残の名称です。

　翌1921年、内務省社会局の「部落改善要項」が出、同和地区対策要綱で地方改善事業費が21万円と増えていきます。そして全国水平社の結成があり、1923年には地方改善事業費が49万１千円まで伸びていきます。このときにはじめていまでいう「国費」のついた隣保館建設が動き出します。その後1947年児童福祉法、1949年身体障害者法、1950年生活保護法、1951年社会福祉事業法 ― これがいまの社会福祉法です。こうして矢継ぎ早に戦後改革、戦後民主化の過程と重なり合うように各種法律が制定されていきました。

　さて、セツルメントや隣保館をあえて本稿に入れたのは、仮設住宅に入った人たち、自宅を失った人、生業を失った人たち、働く場を失った人たちに対する「次のケア」をどう組織的に、社会的に考えるかという際にこの隣保館的なところをイメージし、提起するものです。まさに社会福祉法第２条のなかに該当する部分であるように考えられます。

　隣保館のこれまで果たした積極的な社会的な効果の面を以下に象徴的に記載してみます。

　同和対策事業や部落解放運動関係で展開されてきたこれまでの隣保館を念頭に述べると、現行の各種の施策、制度を関係住民に「引き合わせ、つなぐ役割」が一つ目です。すなわち、相談にきた当該地区の住民が、「俺はこんなことをしたいのだけれども、どうすればいいのか」と隣保館職員に投げかける、それに対して隣保館職員は「こういう施策がある、制度がある」とまず施策と制度に引き合わせをするのです。二つ目は、「各種制度や施策をつなぐ機能」の追求で、一つだけの施策や制度ではうまく回りきらないことや、期待通りの成果を生まないことがあるけれども、施策や制度を重ねるとうまくいく場合があります。そして三つ目に、関係地区の「住民同士をつなぐ地域社会」での役割です。同じ悩みをもった人は、性別にかかわらず、また年齢にかかわらず他にも大勢いる、そういう人と人とのつなぎ方ができる機能です。

　つまり仮設住宅にあって、「住まい」で難儀し、「働く場」の喪失という多くの被災者のなかに「居場所」を確保し、そしてそこに、プロフェッショナルのケアが出来る人間を配置する、という提案です。必要とする関係住民に制度（施策）を周知し、その適用を促す「繋ぎ」の役割です。たった一つだけの制度（施策）だけではできないことも多い、それだけで失う「もの」は多いということです。雇用保険の給付手続に行くのは一つの施策の適用です。しかし、それだけではなくて次に重ねて何かできないかということを一緒に考える、それを可能にする「居場所」となる場があるかどうかとうことです。もちろんハローワークは公の責任をはたしてもらいますし、それぞれの機関が責任を全うすることはいうまでもありません。

　決して器用ではない住民（被災者）が多いのです。人間というのは器用な面と不器用な面の両方を持っているのですが、器用ではない住民にとって「ワン・ストップ・サービス」的な窓口はいうまでもなく極めて重宝します。

　ここに大規模災害の被災地で、隣保館的施設あるいは隣保館類似施設の建設、人的配置の可能性を見出すことが可能ではないかというのが、結論的に強調したい部分です。そこでは中学校区単位でのまさにコミュニティを意識した立論がなされるべきです。

　厚生労働省は、2008年に「これからの地域福祉のあり方に関する研究会報告」というものを出しました。厚生労働省のウェブサイトには図表でわかりやすく絵解きしていますし、これからの地域福祉のありようということにかなり具体的に言及しています。

　いま当面する日本社会の課題を俯瞰すると、生活保護世帯は2012年３月の『福祉行政報告例概数』で52万世帯を超えました。受給人員では210万人を超えるという高水準です。高校卒業、大学卒業者の就職先がない、本人の希望した就職口ではない。若手のフリーターやアルバイトが恒常化し、いわゆる格差社会に自ら埋没していく、そこからなかなか抜け出せない現実の壁がある、という話は多くの人に知られています。

　ホームレスを見ると、2012年の厚生労働省の調査で１万人足らずとされていますが、実態は３万人は超えるのではないかと言われています。言わずもがなですが、ホームレスというのは住むべき家を物理的にもたない人達だけではなくて、人間関係を維持しにくい人びともホームレスに含まれます。仕事をなくしてホームレスになったというケースももちろんありますが、職場の人間関係が難しくて仕事を辞めざるを得ない、その結果失業が長期化して住むべきところを失う、というような、単なる失業だけではなくて、人間関係ということを含めるべきではないかということを個々面接にあたった調査員から聞いたことがあります。

　また、いわゆるひとり世帯における孤独死が年に３万人を超えています。何をもって孤独死とするかという定義は難しいのですが、相当に全国各地にあると思います。

　児童の虐待に関する相談件数は年間に４万件を超えました。

　以上思いつくままに社会の状況ということで緊急性の高い課題をあげました。これらは厚生労働省の言う「これからの地域福祉のあり方」の対象になるように思います。部分的にホームレスを扱うのか、部分的に生活保護を扱うのかは別ですが、対象になるように思えます。弱者にとって「居場所」はひとつのコミュニティを意味します。

　すなわち、地域社会から孤立を余儀なくされる人びとの「社会的な制度的な包摂」が急務です。放置される存在ではなく、ケアを必要とする存在として、同時に「市民力を活かした対応策」も考慮されるべきだと思います。社会的な包摂というのはソーシャル・インクルージョンのことですが、丁寧に対応していくのが21世紀の社会的役割ではないでしょうか。「包摂」の反対語は「排除」です。結果的に「排除」される立場の人の心はいかがなものでしょうか。大規模災害でも同様に考慮されて良いはずです。

　被災者を「諦観の縁」に追いやらずに、たとえどんなに不器用であってもその地域で生きていくたくましさを再生させることになると思います。「生きる力」を被災者本人が発揮できる条件整備が必要です。「諦観の縁」というのは、本当に被災者がもう何もできないというあきらめの境地 ― 誰にも何も言えないというところにまで追い込むことを意味します。ひとり放置される存在から、まわりから声をかけられる存在になることは、次へのステップとなります。そのステップを持続させるのが「居場所」であり、地域のコミュニティです。これからの隣保館・隣保館類似施設に求められる機能が指し示されています。
  3.　安全なまちづくりと減災計画　

(１)　次に備えた制度・人・システムの課題

　被災への対応は、過去への問題ではなく、迫り来る東海・東南海・南海・首都圏直下などの地震に備えた、未来の仕組みへの備えでもあります。

　先ず、自治体行政において、リスクを分散し、事業継続計画（ＢＣＰ）を考えた体制整備が必要であり、地球温暖化や生物多様性などの「環境」問題と大規模自然災害に備える「防災」問題は、持続可能な自治体行政の両輪です。また、共に単独の自治体内で完結する事はできない広域連携が求められる課題です。例えば、環境政策では、エネルギー政策などの広域連携が必要ですし、ＢＣＰには災害時の市民連携・行政連携を考えた都市間交流等の項目が欠かせません。

　現在、災害復興時の国の関与を強化する事が検討されていますが、被災地を国の「直轄領」にすべきではなく、あくまで「自治体主権・自治体間連携・自治体支援」という枠組みで考えるべきです。これまで姉妹都市の締結などは偶然的な要素が多かったのですが、防災協定などの都市連合協定を意識した都市選定が必要でしょう。しかしながら、被災時には姉妹都市に頼るのではなく、全国的なネットワークで自治体連合が支援すべきで、特に、余力があり、行政能力の高い大規模自治体が、連携して被災自治体を支援する仕組み・制度を早急に作る事が必要です。

(２)　市民力を高める「市民協働防災まちづくり」

　まちの安全対策や被災規模の最小化は重要な事ですが、それだけを盲目的な目的にするのではなく、地域住民が、自ら診断し現状改善を企画することにより、日常的な住みやすさの追求や弱者への配慮等、“より良いまちづくり”への努力が、り災後も地域に住み続けられる「復興まちづくり」へつながるような防災対策をとる必要があります。

　市民協働型の防災まちづくりの基本は、リスク（災害）対策を、まちづくりのＰＤＣＡサイクルに位置づけ、まち歩きなどの身近な防災まちづくり活動に、ＩＳＯなどのマネージメントシステムである、計画（plan）→ 実行（do）→ 評価（check）→ 改善（act）のサイクルを取り入れ、継続的な活動として推進することが大事です。例えば、東京都国分寺市における、「市民防災まちづくり学校」の卒業生が地域に戻って「地域防災まちづくり組織」を運営するという、正の循環が形成されている取り組みが参考になります。1978年（第１回）から30年以上続いており、約1,200名の卒業生が「市民防災推進委員」の認定を受けて地域で活動しています。
　各ステージで実行する事を例示すると以下のとおりとなります。

［Ｐｌａｎ］：情報の共有化、まちの安全マップづくり

　①　分かりやすい「被災予測情報」の早期提供（ハザードマップ、被害想定など）

　　1)　被災予測情報の充実

　　　・洪水ハザードマップ（水害被害情報）：河川局の補助事業

　　　　＊都道府県のガイドラインで、市区町村が作成

　　　・首都直下地震による東京の被害想定（東京都）

　　2)　被害想定の詳細化と分かりやすさ

　　　・ＧＩＳの活用

　　　・災害シミュレーション

　　　　（被害想定のケーススタディ）

　　3)　情報の読み解き、優先順位づけ

　　　・サポーター（専門家等）の支援

　②　地域住民による“まちの点検”
　　1)　「病状」の認知

　　　・まち歩き、防災・防犯資源探し、課題地図づくり

　　2)　テーマ別カルテの作成

　　　・震災、防犯、交通安全、環境など、テーマ別「まちの安全マップ」の作成

　　3)　暮らしやすいまちづくりプラン

　　　・まちづくり情報の統合

　　　・平時に、安全で障害のない、暮らしやすいまちの検討

［Ｄｏ］：事前復興、耐震強化

　①　耐震補強の推進

　　1)　「市街地大火対策」から「建物倒壊対策」へ

　　　・「面」から「点」へ。事前対策、各戸対策の拡充

　　　・「耐震診断」助成の充実（国の大規模補助あり）

　　2)　「診断」から「補強」へのギャップ解消

　　　・静岡県「ＴＯＵＫＡＩ－０」プロジェクト

　　　・“ほどほど”な補強手法の開発

　②　「復興まちづくり」の検討

　　1)　「事前復興」という考え方

　　　・「応急・復旧」対策から、「復興」を考えた対策の検討

　　　・「事前復興」：東京都「震災復興グランドデザイン」2001年５月

　　2)　復興まちづくり“シミュレーション”

　　　・ワークショップ、まちづくりゲーム

　　　・住民の視点にたった復興プロセスの検討

　　　・だれもが住み続けられる復興計画づくり

　③　暮らしやすいまちづくりの実践（修復型まちづくり）

　　　経済至上主義（オープンスペースの価値を認めない風潮）の見直し

　　　・広域避難場所の消滅（警察大学校跡地、企業グランド等民間大規模敷地の開発）

　　　・どこでもビルドアップ……災害に脆弱な市街地の拡大

［Ｃｈｅｃｋ］：効果の測定 

　①　まちの定期点検

　　1)　年１回のまちの健康診断

　②　実践的な防災訓練

　　1)　災害図上訓練、広域連携

　　2)　サバイバルキャンプ（避難所生活の模擬体験）
　③　効果測定の出来る診断手法の開発

　　1)　「簡易診断手法」の有効性の再検討

　　2)　簡易な動的診断（早稲田式動的診断法等）による診断データの収集

［Ａｃｔ］：市民“安全”まちづくり……国分寺市「市民防災まちづくり」に学ぶ

　①　災害という非日常を、日常生活に取り込むための市民組織のあり方を整理する

　　1)　「防災まちづくり学校」卒業生が「地域防災まちづくり組織」を運営する

　　　・学校は、学習・技術の習得の場と同時に、市民が自らのネットワークを拡大する場

　　　・団塊世代など、根無し草市民が地域へソフトランディングする場ともなる

　　2)　縦割り型市民組織から、総合型市民組織へ

　　　・防災、防犯、交通安全、清掃……、金太郎飴型の市民組織は、単なる行政の都合

　　　・日常活動をする、非常時の組織づくり

　　3)　自主財源、多様なまちづくり活動

　　　・ブロック塀の生け垣化＝安全対策以上に、まちの美化、居心地の良い空間へ

　　　・リサイクル、バザー、商店等の寄付など、自治体補助に頼らない財源づくり

　　　・大人から子どもたちまでを対象とした幅広い事業（防災組織と町内会・商店会の連携)
　　　　（参考）東京都杉並区の防災公園「さんしの森」では、周辺住民が「祭りは、炊き出し訓練の場」をモットーに、参加者に意識させない防災訓練を実施している。

　　4)　市民発の「個人情報」管理

　　　・「個人情報保護」と「災害弱者」の地域ケア問題の解決

　　　・監視型でないコミュニティ社会づくり

  4.　震災遺児（震災孤児）と課題　

	

	　2011年４月１日、厚生労働省と文部科学省は連名で、都道府県の児童福祉主管部局に対して「東北地方太平洋沖地震により被災した子ども達への支援について」という通知をだしました。それは、被災地における子どもの状況把握や学校再開に向けた取り組みが行われる中で、児童相談所と教育委員会が連携はかって、震災孤児の把握や支援に努めることを要請するものでした。

　厚生労働省によれば、2011年10月の時点で把握された震災孤児は240人（その後241人に）、震災遺児は1,323人（震災当時18歳未満）となっています。このように両親を失った孤児（１人残された子ども）、遺児（両親のいずれかを失った子ども）の状況は大変厳しいものがあったと同時に、心のケアなどの対応に課題が残されています。

	


(１)　混乱した状況把握

　厚生労働省は、東日本大震災に対する対応について（報告書案の概要、2012年７月）の中で、次のように「震災孤児の特定を行う際に、マニュアルがなかったことにより混乱する場面が生じた」と述べ「課題と反省点」を記しています。

　具体的な「被災地への子ども支援」は次のように行われました。

①　児童相談所の職員が、避難所等を巡回訪問し、 震災孤児・震災遺児を調査。教育委員会等において、学校等における児童等の被災状況を調査。

②　把握した子どもの状況に応じて、できる限り親族による引き受けを調整し、その際、親族里親の制度等も活用。2011年10月26日現在、申請114件（児童159人）、認定112件（児童156人）。

③　日本ユニセフ協会等と連携し、被災地の子ども達へ絵本等の児童書を送る取組を実施。

④　「東日本大震災中央子ども支援センター」を設置（厚生労働省の要請により、恩賜財団母子愛育会の日本子ども家庭総合研究所が設置）するとともに、関係団体による協議会を設立し、被災した子どもの心の問題等に対応。

(２)　里親制度の改正

　阪神・淡路大震災当時、公費補助がある里親制度は親族を対象としておらず、その後、国が制度を改正しています。東日本大震災ではこの親族による里親制度が活用されています。

　里親制度は、保護者がいないか、育てるのが不適当と認められる原則18歳までの子どもの養育を、都道府県が認定した里親に託す制度です。子どもの親族は里親になれなかったのですが、国は2002年「親族里親」制度を創設し、認定されると、子ども１人当たり月額４万7,680～５万4,980円の生活費などが支給されるようになっています。さらに東日本大震災を受け、2011年９月に親族里親の要件を「３親等以内」から「直系親族や兄弟姉妹」に変更しています。おじやおばの場合は「養育里親」となり、生活費などに加えて月額７万2,000円の里親手当も支給されることになりました。

　厚生労働省によると、東日本大震災を受けた里親制度の運用状況は次のようになっています。

　・宮城県126人、岩手県94人、福島県21人の計241人。

　・祖父母らが親族里親の認定を受けて引き取ったのは95人。

　・おじやおばが養育里親の認定を受けて引き取ったのは73人。

　なお、里親認定を受けずに親族が育てている場合もあり、震災後新たに児童福祉施設に入った子どもは３人だけとされています。

　なお、2013年１月４日の神戸新聞の記事では、兵庫県中央こども家庭センター（明石市）によると、阪神・淡路大震災から３カ月たった1995年４月時点で把握した震災孤児は兵庫県内で88人。このうち6,060人が親族に引き取られたが、当時は養育者に手当などを支給する制度はなかったと報じています。

	

	参考資料
　＜里親制度の改正＞

　①　「親族里親」⇒『直系親族や兄弟姉妹』

　　☛子ども１人当たり月額４万7,680～５万4,980円の生活費などが支給される。
　②　「養育里親」⇒『おじやおば』

　　☛生活費などに加えて月額７万2,000円の里親手当も支給されることになった。
　里親制度（久喜市のホームページから）

里親の種類

内　　　容

養育里親

保護者のいない児童や保護者に監護させることが不適当と認められる児童（要保護児童）を養育する里親（短期里親も含まれます）

専門里親

以下の要保護児童のうち、養育に関し特に支援が必要な児童を養育する里親

・児童虐待等の行為により心身に有害な影響を受けた児童

・非行のあるまたは非行に結び付くおそれのある行動をする児童

・身体障がい、知的障がいまたは精神障がいがある児童

養子縁組里親

養子縁組によって養親となることを希望する里親

親族里親

両親等の死亡、行方不明、拘禁等の理由で保護の必要がある三親等内の児童を養育する里親



	


(３)　今後の課題

　厚生労働省は、「今後の対応策」として「被災により孤児等となった子どもの把握等、災害時に児童相談所が行う活動のあり方を整理したガイドラインを作成」することをあげています。

　しかし、ガイドラインの作成だけでは不十分です。子どもに関わりのある市町村のすべての部局が課題を共有することが必要です。とりわけアウトソーシングの進行する今日、委託されている施設や、民間事業者が運営する施設などもふくめて、大災害時の子どもの状況把握のあり方を平時から訓練しておくことが大切です。

　里親制度については、制度の理解と実態の推移を長期的視点で見ていかなければ分からない事が多いと指摘されています。東日本大震災を機会に、里親の制度のより分かりやすい仕組みや経済的な支援のあり方をセットで充実させ、市民のすべてが納得できるようなものにしていく努力が引き続き望まれます。

　震災孤児・遺児の心のケアや将来的な教育、進学などの課題も、今後の問題として残されています。国や都道府県、市町村、社会福祉協議会、ＮＰＯ・ＮＧＯなどが、課題を共有しながら、それぞれの立場で対応していかなければなりません。








































東京都総合危険度（第６回）





自治体





ＢＣＰ／持続可能性


環境　→　　　　　　　←　防災
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